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全日本私立幼稚園連合会
会員園数 私立幼稚園（こども園）7,530園（令和2年9月2日時点）

園児・教職員の総数（概算） 138万人
文部科学省「幼児教育の実践の質向上に関する検討会」で
私立幼稚園として組織的に取組む課題を
「チャレンジ・ビジョン」７つのアクションプランを提示

→この内容は、「中間まとめ」第Ⅱ部 各論１（幼稚園部分）と、
多く重なっている
以上の経緯より、当団体は令和元年度より
「幼児教育の質の向上の体制整備」について
具体的、組織的に推進している（次頁を参照）
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は、チャレンジビジョンとして推進
は、コロナ禍により新たな取組み（次頁）
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一方で、「中間まとめ」の内容を推進するにあたり、
３月以降の「新型コロナウイルス感染症」が
大きく影響を及ぼしました。

特に前ページの紫色のラインで示した部分
コロナ禍により新たなステージでの取組みとなった

以上、今まで具体的に実施してきたことを踏まえて、
当団体としての意見をお伝えします
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１）コロナ禍におけるハイリスク家庭や
家庭の事情で登園できない幼児が、一定数存在している

ａ.リアルな保育場面と当該家庭をオンラインでつなぐことで
保育への参加と、その後の登園意欲の維持

２）自粛期間では、園と園外（家庭）をオンラインでつなぐことで
ｂ.幼児期の育ちに重要な生活リズムの維持・友達を求めている
ｃ.家庭との双方向性のある情報共有による

保護者への支援（養育する心の支援・つながり 等）
ｄ.小学校（小学生）とのつながり（憧れを育てる）

３）近年、特別な配慮を必要とする幼児への増加にあたり
当該児への対応と保護者への支援はさらに切実な課題

→ 幼稚園においてもＩＣＴは有効であり、必要性を認識
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・全日私幼連では
都道府県レベルで、年間を通した教員研修の実績
（新制度においては、

当団体研修が「処遇改善Ⅱ加算」の対象となっている）

しかし、コロナ禍において三密回避のために
質の向上に直接かかわる研修機会が 激減している
ＩＣＴを活用したリモート研修をさらに推進する必要性

・幼稚園は規模の小さい事業所であり、
新制度・無償化の行政書類への対応が業務を逼迫
ＩＣＴの活用による業務改善が必要

5



今年度と来年度で、
約半数の園が、園務を支援するシステムを導入予定

新規導入に加え、導入後の改善と充実への意欲があり、
【ハードへの支援も重要】

例えば、本園では、
コロナ禍でZOOM利用でのクラスの集まり実施にあたり、
２クラスが実施すると画像がコマ落ちの状態となった
回線の強化が必須

+ 端末としてのiPad導入が必要

→以上の意見は、「中間まとめ」の今後の方向性にも一致

文部科学省 幼児教育課（今年７月実施アンケート）
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【まとめ】
・ICT環境の整備の必要性

１．コロナ禍においても園内と園外のつながりを築く
・家庭との連携
・支援の必要な幼児や家庭の増加
・幼小連携（小学校ともリモートでつなぐことができる）

２．質の向上に直結する研修を充実させる
３．園内業務の効率化（働き方改革を含む）
・行政の電子化への対応 新制度や無償化への事務対応を含む

・学校教育のスタートとなる幼稚園
特別に配慮が必要な幼児の増加への対応
・園内体制整備（人的支援）の必要性
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